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福祉環境委員会委員長：前田　孝人
問　家庭保育園物価高騰対策支援事業13万円と、私立保育施設等物価高騰対策支援事業1,767万円の補助金
の増額補正の概要は。
答　光熱費の値上げに対する支援を行うための運営費の増額である。対象となる施設は、私立の認定こども園が
14園、私立保育園が12園、地域型保育事業所が２か所、家庭保育園が３園を見込んでいる。家庭保育園と私立
保育施設等双方が対象となるのは電気料金であり、施設の規模や園児数に合わせ、増額分を算定して追加交付す
る。私立保育施設等に対しては、食糧品の高騰による賄材料費の増額分についても計上している。
問　物価高騰対策として、障害者福祉事業所や介護サービス事業所、いきいきサロン、また、水道事業、病院
事業も含めて同様の補助が予算計上されているようであるが、内容を決める際の方針は。
答　福祉関係の事業所については利用者の負担を増やすことが難しい中で、電気代が高騰していることを考慮
し、支援を決めた。また、食材費も高騰しており、介護事業所、障害者福祉事業所には、利用者に十分な食事を
お届けしていただきたいという思いから、食材費の支援を新たに行っている。
問　尾道市国民健康保険条例の一部改正の内容は。
答　国民健康保険の被保険者が出産する際に、産前産後の保険料を一定期間減免する制度で、出産日が属する
月の前月から４カ月間の所得割保険料と均等割保険料を免除する。多胎妊娠出産の場合は、出産日が属する月の
３カ月前から６カ月間免除する。妊娠８５日、４カ月以上が対象で、死産、流産、早産及び人工妊娠中絶も含まれ
る。令和６年1月以降の保険料が対象となる。
【議案以外の委員会所管事務】
・婚活イベントの成果
・国民健康保険料の来年度の動向
・ヘルパー等の人材不足と障害福祉サービスの充実　
など

≪審査結果≫
付託を受けた11議案は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

教育スポーツ委員会委員長：髙本　訓司
問　債務負担行為補正のびんご運動公園アーバンスポーツ施設整備事業にかかわり、事業の内容と負担行為限
度額4,000万円とした根拠は。
答　広島県がびんご運動公園の魅力向上を図るために、Ｐ
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ＦＩ制度と指定管理者制度を併用した民間事

業者からの公募を始めており、公募に際して整備する必須施設をスケートボード場等アーバンスポーツ施設として
いる。このＰＦＩ制度は民間事業者で施設を整備した後、その施設を広島県に譲渡し、整備費用の一部を県が負
担するものである。本市は近隣に市営スケートボード場を整備しているが、施設の老朽化や立地条件から利用が
ほとんどないため、今回整備される施設に機能移転を図りたいと考え、その費用の一部を市が負担するものであ
る。4,000万円の根拠は、現在のスケートボード施設を同じ場所で再整備すれば概算で4,000万円程度要するた
め同程度の負担とした。
問　今回整備しようとしているアーバンスポーツ施設の整備場所は現在駐車場として利用されているが、施設を
整備することで、駐車場が不足することはないか。
答　整備が予定されている場所は約6,000平米あり、そのうちの約4,000平米を施設として整備し、残り2,000
平米を約50台分の駐車場として整備したいと県から聞いている。
問　小学校管理費の修繕料の補正内容は。
答　高須、高見、三幸小学校の各プールの修繕料の補正で、プールの現況は、高須小学校ではプールの内外で
大小多数のひび割れが発生しており、防水シートによる漏水等の防止工事を。高見小学校ではプールのフェンス
の老朽化が進み危険性が高くなっており、更衣室のモルタル剥離もあるためそうした部分の修繕を。三幸小学校
ではプールの底が経年劣化で塗装が剥がれてきている状況があるためこの部分を塗り替えたいというものである。
【議案以外の委員会所管事務に関する質疑】
・中学生の通学支援制度の保護者の負担軽減
・ 不登校対策における保護者への情報提供の強化と保護者に対する経済的なサポート及び学
びの場の選択肢としての学びの多様化学校や夜間中学校、不登校の原因の認識とその対策
・学校統合において廃校となる校舎の利活用に対する現在の認識
など

≪審査結果≫
付託を受けた4議案は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。
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